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東アジアにおける労働市場の制度編成 と自営業の位置

一一先行研究とマクロ統計データにもとづく予備的考察一一

竹ノ下弘久

問題意識

階層移動研究において、自営業はこれまでにも重要な位置を占めてきた。山ロー男によ

れば、世代間移動のプロセスは大きく2つ に大別できる。ひとつは、教育達成を媒介とし

た世代間での地位継承メカニズムであり、いまひとつは、教育を経由しない形で、親から

子へと資産が直接的に継承されるものである。産業社会において、自営業での親子間の地

位結合の度合いは相対的に高く (Erikson and Goldthorpe,1992:135)、 それは、学歴を

経由しない直接的な親子間での資産の継承とい う、地位継承のあり方 と密接に関わつてい

るだろう。このように自営業は、世代間移動研究、階層研究において重要な焦点の 1つで

あり続けてきた1。

加えて近年の階層移動研究は、階層移動が行われるミクロなプロセスだけでなく、マク

ロな諸制度とミクロな階層移動との関わりに注目してきた。その際に、階層移動を媒介す

る様々な諸制度に焦ソ点が当てられてきた (Kerckho氏 1995)。 家族、福祉、労働市場に関

する政策は、国家内では一定程度均質性が高い半面、国家間での相違が大きいことが予想

される。そのため、これらのマクロな制度の効果を明らかにするために、しばしば国際比

較の手法が用いられてきた。

階層移動の国際比較研究は、これまでに欧米諸国を中心に行われており、東アジア諸国

を対象 とする研究はとても限られている。本研究が対象 とする日本、韓国、台湾について

は、戦前期の日本の植民地支配下における産業化 と初等教育制度の普及、戦後の冷戦構造

におけるアメリカの強い影響力、戦後の農地改革、輸出志向型産業化の進展と経済成長な

ど、様々な側面で類似性を有する。その反面、1980年代までの国家の統治形態、労働市場

に対する政策、労働市場構造をめぐっては、様々な相違が存在する。一定の類似性を有す

る社会を比較することで、社会間の差異を際立たせることができ、中村と有田が指摘する

「統制された比較」の実践が可能となる (中村ほか,2003)。

これらの議論を前提に、本研究では、日本、韓国、台湾を対象 とした自営業への移動過

程、自営業への移動を左右する要因についての比較分析に必要な、各国における労働市場

の制度編成のあり方について、先行研究に基づき、議論を行いたい。また一部、マクロ統

計データを用いて、各国における自営業のあり方の相違についても考察する。その意味で、

本研究は、具体的なミクロ・データを用いた比較分析を行 うための予備的考察として位置

1本研究では、 自営業 として、非農業の自営業に注 目す る。先行研究においても、 自営農

民 と非農業の 自営業 との間には、階層移動のパターン、プロセスに非常に大きな相違があ

ると考えられ、両者は区別 されて扱われてきた (Erikson and Goldthorpe,1992;Mueller

and Arum,2004).
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づけられる2。

2.自 営業へ の移動 が生 じる ミクロなメカニズム

いかなる要因が、自営業への移動を左右するのであろうか。階層研究の基本枠組みであ

る地位達成モデルの観点に立てば、次の 3つの要因は、重要な要素であろう。すなわち、

出身階層、教育達成、職業キャリアである (Muener and Arum,2004)。 前節でも論 じた

ように、出身階層の自営業への移動に及ぼす影響は、非常に重要である。先行研究では、

親から子への自営業の地位の継承過程として、次の 3つが指摘されてきた。ひとつは、直

接的な親の資産 (会社・事業・資産)の継承によつてである。階層研究では、親による流

動性 (資金・資本)の供給が、子どもの自営業の開始をどの程度可能にしているかなどが、

明らかにされてきた (Laferrere,2001)。 いまひとつは、親から自営業の開業や経営に必

要な企業家 としてのノウハウを直接学習することによってである。さらに、企業の開始や

企業経営に必要な様々な社会関係資本の継承も、重要なものとされてきた (Aldrich et al。 ,

1998)。 本研究では、世代間での自営業継承の詳細なプロセスを実証的に特定することは

できないが、こうした議論を前提に出身階層の効果の 3カ 国での比較を行 う。

第 2に、教育達成の自営業に及ぼす効果に注目したい。自営業への移動が教育達成に左

右されるかどうかは、自営業の職種によつて大きく異なる。自営業主が従事する職種が、

高学歴の資格を必要としない場合は、学歴はさほど関係がない。専門職に従事する自営業

主が、自営業の多くを占めるとき、教育達成は自営業への移動に大きな影響を及ぼすだろ

う。他方で、非熟練の自営業が多くを占めるとき、教育達成はかえつて自営業への移動に

負の効果を及ぼすことが予想される。なぜなら、高学歴を獲得 しても、自営セクターでは

それに見合 う職業に従事することができないからである (Muener and Arum,2004)。 教

育達成の効果を検討する場合、自営業の職種を考慮する必要があるだろう。

第 3に、職業キャリアの効果である。自営業への移動においては、学校を卒業 した直後

から自営業での就業を開始する者は少なく、その多くは、何 らかの就業経験を経て、自営

業への移動を行っている。自営業への移動を果たすには、労働市場での職業キャリアを通

じて、様々な人的資本の蓄積を行 う必要がある。そのため、若年の早い時期に自営業への

移動が生じるとい うよりは、ある程度の就業経験を経て自営業合の移動が生じる傾向がみ

られる。年齢や労働市場での就業経験年数は、自営業への移動のタイ ミングを左右する重

要な要因であろう (Evans and Leighton,1989)も そして自営業への移動に際し、これま

での職務内容 とまったく異なる職域への移動が生じるとは考えにくい。特定の職務に付随

した技能、スキルの蓄積が、自営業への移動において重要である (Bruederl et al.,1992)。

さらに、中小企業での就業経験は、経営者の企業経営のあり方を間近に学習することがで

き、企業経営のノウハウの獲得を助けるであろう。くわえて、中小企業での就業は、大企

2本論は、東アジア 3カ 国における労働市場の制度編成のあり方に着日して、論じるもので

ある。以下の筆者の業績は、本論の議論をさらに発展させ、東アジア 3カ 国における自営

業への移動のあり方について、ミクロ・データを用いた検討を行つている。竹ノ下弘久

(2011年刊行予定)「労働市場の構造と自営業への移動に関する国際比較」石田浩・近藤

博之・中尾啓子編『現代の階層社会 第 2巻 趨勢と比較』東京大学出版会。
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業と比較 して昇進可能性が小さく、転職に伴 う機会費用が小さい。そ うした要因も加わっ

て、中小企業から自営業への移動は、大企業からの移動と比べても生 じやすいと思われる

(Strohmeyer and Leicht,2000)。

3.自 営業へ の移動 を左右す る各 国の労働 市場 の文脈

前節のミクロな視点にもとづく議論は、人的資本論的な発想に大きく依拠するものであ

る。 しかしながら自営業への移動は、他の階層移動の局面と同様、社会によって異なる機

会構造のあり方に大きく影響を受けるであろう。本節では、各国ごとに異なる労働市場の

あり方が、自営業への移動にどのように影響するか、考察する。

Muellerと Arumによれば、労働市場に対する規制のあり方は、自営業への移動に逆 U
字型の効果を有する。労働市場に対する規制が非常に緩やかか、非常に厳 しい地域で、自

営業への移動へのプレッシャーが最も高い。労働市場に対する規制が非常に緩やかで、労

働者に対する雇用保護 (Employment Protection)の 度合いが低い場合、労働者にとつて

は、不安定な被雇用の地位にとどまるインセンティブは、非常に低くなり、将来が有望な

自営業べの移動のインセンティブは高まる。他方で、労働市場に対する規制が過度になさ

れている場合、経営者はかえって一部の生産部分を他社に委託 (ア ウ トソース)するイン

センティブが高まる。それは、結果的に自営業やスモール・ビジネスに対するニッチを形

成 し、自営業への移動を高める (Mueller and Arum,2004)。

労働市場に対する規制を考察する際、国の政策だけでなく、労使関係をめぐる状況も十

分に考慮する必要がある (OECD 2004a)。 加えて、労働市場に対する規制のあり方や就

労状況は、労働市場セクターによって異なる状況にあることも予想される。労使関係と労

働市場の分断構造のあり方が、国によってどのように異なるかは、重要な考察の焦点とな

る3。

さらに本研究では、その国の産業構造、職業構造にしめる自営業の役割に注目したい。

近年の自営業をめぐる趨勢として関心を集めているのが、より周辺化 された自営業の増加

である (Steinmetz and Wright,1989)。 アメリカにおける脱工業化の進展と非熟練サービ

スセクターの拡大は、自営業部門においても専門職 と非熟練の二極分解をもたらした

(Arum,1997;McManus,2000)。 他方で、自営業の国際比較研究によると、自営業の職

種の分布には国によってかなりの相違がある (Arum and Muelle■ 2004)。 伝統的な熟練

労働の自営業が多くをしめる国もあれば、非熟練の自営業が多数をしめる国も存在する。

先進各国が経験する近年の産業構造の変化を踏まえながら、自営業が各国の労働市場の文

脈においてどのように位置づけられているかを注意深く検討する必要がある。以下では、

こうした議論を前提に、自営業への移動を左右する各国の労働市場の文脈について考察す

る。

3有田は、 日本、韓国、台湾が、格差・報酬構造 という点でどのように異なるかを明らか

にしてお り、分析の結果、これら 3カ 国における労働市場の二重構造性の相違に注 目する

意義を強調 している (有 田,2009)。
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(1)日 本

日本における個人の職業経歴を分析するとき常に考慮されてきたものが、日本的雇用慣

行 とよばれる、長期雇用、年功賃金、企業別労働組合と、大企業と中小企業 との間に存在

する労働市場の分断構造である(Koike,1988)。 長期雇用をはじめとするこれ らの慣行は、

大企業や公共セクターにおいて顕著なものである一方、中小企業においても、ある種の追

求すべきモデル として、戦後、一般化 してきた (小池,1981;稲 田,2000)。 官公庁、大企

業における長期雇用慣行の形成にはt企業別労働組合や協調的な労使関係が、重要な役割

を果たしてきた。

官公庁や大企業における長期雇用慣行は、雇用関係法令の形成にも大きな影響を及ぼし

た。 日本の解雇に対する規制は、法律における制限よりも、判例による規制が、重要な要

素をなしてきた。個々の裁判での判断の蓄積が、日本における解雇権濫用を禁止する法理

を形成 し、個々の訴訟での裁判官の判断に長期雇用慣行が影響したといわれている (諏訪 ,

1999)。 その結果、日本はイギリス、アメリカ、カナダといった自由主義的 レジームの国

と比べて、正規雇用に対 して相対的に高い解雇規制を行つており、80年代以降そ うした傾

向に大きな変化は見られない (OECD,2004a)。

他方で、実際の労働者の勤続状況に注目すると、大企業と中小企業との間には一定の格

差が存在する。企業規模間の賃金格差、勤続年数に伴 う賃金の伸び率の格差は、中小企業

における離職の機会費用を小さくしてきた (Koike,1988)。 法令等では、解雇に対 して一

定の規制がなされているとはいえ、中小企業の方が廃業率も高く雇用は不安定である。官

公庁や大企業と比べて、中小企業の労働者の方が、自発的、非自発的にかかわらず、離職

傾向が強いことがデータからも支持されている (Takenoshita,2008)。

こうした特徴をもつ 日本の労働市場において、自営業はどのように位置づけられている

のだろうか。大企業を中心とした雇用保障の高さは、結果的に日本においても大企業にお

ける生産過程の外部委託を促進 してきた (Mueller and Arum,2004)。 特定の大企業と多

くの中小企業が系列関係を構成 し、大企業が生産する最終製品に必要な部品を中小企業が

供給 してきた。その結果、中小企業においても非常に高い技術水準が要求されてきた (稲

上・八幡,1999;だ 池ヽ,1981)。 裏を返せば、それは、自らがスモール・ビジネスを開始す

る際、特定の職務についてかなりの技能・熟練が必要であることを意味する。加えて日本

では、非熟練の職務に従事する自営業が相対的に少ない (Ishida,2004)。 こうした情報を

勘案すると、日本では自営業への参入障壁は高いと思われる。そのため、中小企業で一定

程度、企業経営や職務遂行に必要な技能を身につけてからの自営業への移動が、 日本では

非常に顕著であり (原・盛山,1999)、 また、そ うした参入障壁の高さから、自営業におけ

る世代間での地位結合の度合いも高い (鄭,2002;TakenOshita,2007)。 80年代以降、日

本では自営業の減少が報告されてお り、それ と並行 して自営業の開鎖化傾向も高まってい

るという指摘もある (鄭 ,2002)。 先行研究の知見を勘案すると、日本では、自営業の参入

障壁が高く、自営業参入のためには、それに必要な人的資本の獲得が重要であることが予

想される。

(2)韓国

韓国では、1980年代後半の民主化以前まで、権威主義的国家が、韓国の経済発展、労働
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市場、労使関係に対して、非常に大きな影響を及ばしていた。輸出志向型産業化を成功に

導 く上で、国家は労働運動を厳 しく抑圧 し、安価な労働力の供給を可能にした (Deyo,

1989)4。 韓国の経済発展では、海外から受け入れた資本を、政府が特定の大企業に集中

的に配分することで、資本集約的な財閥の形成を促 し、大企業中心的な産業構造の形成を

もたらした (BrintOn et al.,2001)。

大企業中心的な産業構造は、日本 と類似する傾向であり、そこから韓国でも内部労働市

場が形成され、雇用の安定度が日本 と同様に高いのではないかと類推することもできる。

しかし、80年代までの韓国の大企業では、内部労働市場や長期雇用慣行の形成はそれほど

一般的ではなく、日本よりも企業間移動の傾向が強いとされてきた (Amsden,1989)。 近

年の韓国の労働市場では、大企業を中心に内部労働市場が形成されているともいわれてい

るが (Kim,2005)、 90年代後半に生じた金融危機は、韓国で形成途上とみられる内部労

働市場を弱め、内部労働市場が顕著な企業においても、雇用の流動性が高まっているとい

う (Kye,2008)。

韓国における雇用の流動性の高さは、企業における早期退職制度も大きく関係 している

かもしれない5。 韓国では、従業員数が 50人以上の規模の企業で、おおむね 50代後半を

定年年齢とする退職制度が普及 している。しかし実際には、40歳代後半を境に早期に退職

する例が、自発的・非 自発的を問わず広く存在する (OECD,2004b)。 大卒ホワイ トカラ

ーのキャリア管理を研究 した佐藤 (2008)に よれば、組織内での昇進スピー ドの速さが、

早期退職を促 している6。 そ ぅした状況を反映して、40代後半から50代にかけての自営業

比率が 5害J近 くをしめ (OECD,2000)、 早期退職制度が、人々の自営業への移動を促進 し

ているといわれている (Kim et al。 ,2002)。

他方で雇用関係法令に着目すると、韓国の労働市場の流動性は低く提えることもできる。

OECD統計では、韓国の正規労働者に対する解雇規制は、日本 と同様に高い水準で行われ

てお り (OECD,2000)、 1990年代以降大きな変化を見せていない (OECD,2004al Ku,
2007)。 加えて、これまでのセーフティ・ネットの不備から、企業は正規労働者に対 し多

額の退職金を支給してきた7。 企業側にとつて、これ らは大きな重荷 となり、労働者 との正

規の雇用契約の締結を回避する傾向が顕著であった。その結果、金労働者に占める正規労

働者比率はわずか 3害Jと 、OECD諸国の中でも最低水準であり、経済危機によりさらにそ

の比率が低下した (OECD,2000)。 厳しい解雇規制 と企業の付加給付の重荷は、正規雇用

4韓国では、大企業中心の産業構造を形成 したため、中小企業が中心の台湾よりも、相対

的に事業所 レベルでの労働者の組織化が容易であった。そのため、韓国政府は、より直接
的で強力な労働組合の抑圧 と管理を行ってきた (Koo,2001)。
5韓国における早期退職の重要性については、2009年 1月 12日 から13日 にかけて福岡
で開催されたEast Asian Stratiication Conferenceで のShin,Kwang中 Yong氏 の指摘に大

きく負っている。
6た とえば、佐藤 (2008)の研究では、次の例が紹介 されている。徴兵制を考慮 して、大

卒社員が 26歳前後で入社 した場合、40歳 には部長級に昇進する。部長級に昇進 した大卒

社員は、40歳代後半頃に、役員に昇進することを前提 としてお り、昇進できなければ、そ
こから早期退職へといたるとされる。
7企業は通常、30年以上在籍 してきた労働者に対 し、40ヶ 月分以上の退職金を支給する
といわれている (OECD 2000)。
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と非正規雇用との分断構造を、非常に顕著なものとした (Ku,2007)。

また、年金保険制度や雇用保険制度は、人々の職業キャリアに一定の影響を及ぼすこと

が予想される (DiPrete et al.,1997;Blossfeld et al.,2006)。 しかし、韓国では年金保険

制度が創設 されたのは 1988年であり、受給資格者が現段階でも非常に少なく、高齢期に

おける所得安定の装置として機能 しえていない。1995年に創設された雇用保険制度も、失

業給付のための資格要件が厳格であり、1999年の実際の失業者のうち、受給資格者が 10

分の 1程度にすぎず (OECD,2000)、 運用面でも、政策の実施に必要な財源不足から、当

初の目的を十分に達成できていない (Lee,2009)。 セーフティ・ネットの不備は、失業時

に人々を自営業への移動に駆 り立てることが予想できる。

韓国社会における自営業の特性、位置づけについてみると、韓国では大企業が経済の中

心的な位置を占めるものの、自営業比率は 3割前後と OECD諸国の中でもきわめて高い

水準であり (Torrini,2005)、 これは中小企業の活動が活発な台湾よりも高い数値である

(Chang,2003)。 しかし、韓国の自営業は経済全体の中ではより周辺化されている。主な

理由の 1つに、韓国政府が、海外からの融資を優先的に大企業に投入する反面、中小企業

に対 して十分な経済的支援をしてこなかったことがある (Brinton et al.,2001)。 その結果、

韓国の自営業の多くは、非熟練のサービスセクターに集中している (Cheng and Gereff■ ,

1994)。 実際、韓国での自営業への移動は、よりよい就業機会や経済的成功を求めての自

発的移動というよりも、従業先の倒産や解雇による非自発的な移動によるところが大きい

(Kim and Cho,2009)。 しかし、失業からの非自発的な自営業への移動の場合、自営業か

らの退出のリスクも高い (Chang,2005)。 韓国の自営業は、非熟練のサービスセクターに

集中しているため、自営業への参入障壁が低く、十分な人的資本がなくても参入が可能で

ある。 しかし、非自発的な形で自営業に移動することが顕著であり、自営業が経済の中で

より周辺化されていることが うかがえる。

(3)台湾

台湾の産業化 と経済発展のあり方は、韓国と多くの点で類似性を有するが、労働市場の

構造 とそのなかでの自営業の位置づけというという点で、無視できない相違が存在する。

それは、経済の中に占める中小企業の役割である。1990年代の日本 と韓国では、従業員数

が 29人以下の小規模事業所で働 く就業者は、全体のおよそ 3割程度である一方、台湾で

は 5害J以上を超えていた。他方で韓国と日本では、大企業が経済全体や労働市場に及ぼす

影響が大きい反面、台湾では非常に小さく、就業人口に占める害J合では 1割にも満たなか

つた (BrintOn,2001)。

台湾で中小企業が重要な役割を果たす背景要因としては、次の点が指摘されている。た

とえば、包括的な農地改革を達成することで、台湾の農業生産性が飛躍的に向上し、農家

世帯の非農業分野でのスモール・ビジネスヘの参入を促 した点、国家の中小企業に対する

規制が非常に弱く、政府に登録されていない非合法の企業の拡散をもたらしたことなどが

あげられる (Cheng and Gereffl,1994)。 さらに国民党政権の金融政策は、高い利子率を

設定したこと、証券市場に対する非介入の対応、より自由主義的な経済政策など、個々の

企業が利用可能な資本に大きな制約をもたらし、結果的に大企業の育成を阻害したといわ

れている (HamiltOn and Biggart,1988;Yu attd Su 2004)。 現実に中小企業が銀行からの
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融資を利用 しようとしても、銀行は国民党政権の管理下にあり、これ らは国営企業への融

資を重視 し、中小企業は銀行からの融資を受けることができなかった。新たにスモール・

ビジネスに参入 したい人々は、個人的に親 しい親族や人間か らお金 を借 り (network

inancing)、 それを元手に自営業を開始する傾向が強い (Luo,1997;Hsiao,1992)。 社会

関係資本に依拠 した資金調達では、集められる資本の量に制約があり、台湾における中小

企業の集積をもたらしたのではないだろうか8

結果として台湾では、スモール・ ビジネスが周辺的な地位に押 しや られている韓国とは

対照的に、中小企業が経済全体において非常に重要な役割を果たしてきた。中小企業は、

その規模の小ささから、1つの会社が単独で特定の最終製品を製造することは困難である。

そのため、特定の最終製品の製造に多くの中小の部品メーカーが関与 している。ある会社

は、その業務の一部を他の会社へと委託 し、委託を受けた会社もさらにその一部を別の会

社へ と委託す るとい うように、中小企業が相互に依存 しあ う下請けのネ ッ トワーク

(subcontracting network)が 発:達 している (Shieh,1992;Hsu and Cheng,2002)。

国家の労働市場に対する規制のあり方についてみると、台湾も韓国と同様に民主化以前

においては、労働運動は抑圧され、労働者個人を保護する法令はほとんど機能しなかった

(Deyo,1989)。 輸出志向型産業化を成功に導く上で、安価な労働力の供給は重要であり、

経済成長を重視する観′点から福祉政策の取捨選択が行われてきた (Aspalte葛 2006)。 しか

し 1980年代以降、国民党政権は民衆からの民主化要求に応える観点から、少 しずつ労働・

雇用に関する法整備を進めており、雇用保険や年金保険制度の整備が進展 した (Aspahet

2002)。 雇用関係に対する規制も、以前は非常に弱い反面、近年ではそれは増加傾向にあ

る (Lee,2007)。 とはいえ、日本 と比較すると、現状でもなお雇用関係に対する規制は弱

く、労働市場に対する流動性は高い (Mueller and Arum,2004;Wang et al.,2002)。

台湾における労働市場の流動性の高さは、中小企業が経済の中心を占めていることも大

きく関係 している。第 2節でも論 じたように、中小企業での就業は、企業経営のノウハウ

を学習する機会を提供するものの、経済的な上昇移動の機会が限られているため、転職に

伴 う機会費用も小さい。加えて台湾では、大半の中小企業は家族・親族を中心に経営がな

されてお り、家族以外の労働者の昇進可能性はとても低い (Hamihon and Biggart,1988)。

そ うした状況は、労働市場の流動性だけでなく、人々の自営業への移動も高めている

(Chang,2003)。

以上みてきたように、台湾の中小企業や 自営業は、韓国とは異なり、労働市場の中で周

辺化されておらず、台湾経済の中心に位置 してきた。台湾ではサービスセクターでの非熟

練労働に従事する自営業も多く存在する反面、製造業での相互の下請けのネットワークは、

新規のスモール・ビジネス参入のニッチを形成 している。そのため、一定の熟練が必要な

8他にも、戦後台湾を実効支配 した国民党政権が、中国からの外来政権であり、政府 と国

営企業の要職を大陸出身者が独占し、以前から台湾に居住する本省人の社会的上昇移動が

阻害されたことが、公共セクターでの大陸出身者、中小企業を中心とした民間セクターに

おける本省人とい う、地位達成の分断をもたらし、それが台湾における中小企業の興隆を

もたらしたとい うキ旨摘もある (Cheng and Geraffl,1994,Wang,2001;Wang,2002)。
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職務に従事する自営業も、かなりの規模で存在する (Yu and Su,2004i Shieh,1992)。 日

本 と韓国との比較の中では、台湾の自営業への参入障壁は、日本ほど高くはなく、韓国ほ

ど低 くはないと考えられる。台湾では、日本や韓国よりも自営業の職種に多様性が存在す

るため (Arum and Muelle馬 2004)、 職種によつて参入障壁の程度に相違があると思われ

る。 とはいえ、労働市場の中で中小企業が中心的な位置を占めていることから、企業経営

に必要なノウハウの習得は、中小企業での就業を通じて相対的に容易になされ うると考え

られる。

4.今 後 の比較研 究 に向けての分析戦略 について

3カ 国の労働市場の動向と労働市場における自営業の位置づけを概観する中で、次の 2

つの観点から仮説を得ることができる。ひとつは、自営業への押し出し要因としての労働

市場の流動性であり、いまひとつは、自営業への参入障壁の高さである。このような各国

によって異なる労働市場の制度編成とミクロな自営業への移動との関係について明らかに

するには、今後は、ミクロな自営業への移動メカニズムの相違に着 目した分析が必要であ

ろう。前節では、先行研究にもとづき東アジア 3カ国におけるマクロな労働市場の制度編

成と自営業に及ぼすインパク トについて論 じた。これ らのマクロな諸制度に関する議論に

もとづき、ミクロな自営業への移動メカニズムを仮説 として特定し、制度編成の相違がミ

クロな移動過程にどのような影響を及ぼすと考えられるか、議論 したい。

東アジア 3カ 国の労働市場に関するこれまでの議論に依拠すると、その国の労働市場の

流動性が全体的に高いほど、自発的、非自発的に関わらず、自営業への移動は高まるもの

と考えられる。韓国の場合は、自営セクターがより周辺化されており、非自発的な移動が

顕著であった。台湾では、中小企業が経済の中心を占め、自営セクターの報酬がより高い

ことから、自発的な移動がより顕著であることが、先行研究から予想 される。他方で日本

の場合は、大企業と官公庁では長期安定雇用と年功賃金が保障され、大企業と中小企業と

の間に自営業への移動に伴 う機会費用に大きな格差が存在するものと思われる。

自営業に対する参入障壁では、それが低いほど、自営業への移動に必要とされるさまざ

まな資本の多寡にかかわらず、自営業への移動が活発に行われると予想できる。すなわち、

参入障壁の低い地域では、スモール・ビジネスの創設に必要な資本の度合いを表す諸変数

(出身階層、教育達成、職業キャリア)の効果は小さくなると考えられる。他方で、参入

障壁の高い地域では、出身階層、教育達成、職業キャリアの効果は大きくなると思われる。

韓国では、自営業は労働市場の中で周辺化され参入障壁も低く、労働市場の流動性は日

本 と比べると相対的に高いことから、出身階層、教育達成、職業キャリアの効果は、最も

小さいと考えられる。台湾の場合、製造業分野の中小企業の技術水準は高く、製造分野の

熟練労働の自営業に参入する場合、一定の人的資本の蓄積が必要だが、サービスセクター

の非熟練分野の自営業も数多く存在する。全体的に日本と韓国と比べると、参入障壁 とい

う点では、両者の中間に位置すると思われる。台湾の労働市場の流動性については韓国と

同様に高い。そのため、出身階層、教育達成、職業キャリアの効果の大きさは、日本 と韓

国の中間に位置すると思われる。 日本については、労働市場の二部で安定的な雇用 と相対

的に高い報酬が保障され、自営業参入のための障壁も相対的に高く、諸変数の効果が最も
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強く表れると予測できるだろう。

5。 マ クロ統計デー タを用いた予備 的分析

マクロ統計データを用いて、近年の自営業の推移を確認 したい。図 1の 自営業比率の数

値については、農業従事者も含んでいるため、農業比率の推移の図もあわせて作成 した (図

2)。 農業比率の推移をみると、1978年時点では、韓国で 38.4%と もつとも高く、台湾が

24.6%と 両者の中間であり、日本で 11.6%と もつとも低い。同様に自営業比率においても、

1978年時点では韓国が 53.5%と もつと高く、ついで台湾が 37。 7%、 日本が 29.6%と なっ

ている。

図 1 各年の就業者全体に占める自営業比率
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ては、 Directorate General of Budget,Accounting and Statistics(DGBAS),Execut市 e

Yuan,Republic of Chinaの Manpower survey statisticsに もとづき作成。

この時点の自営業比率については、 3カ国における農業比率の相違を大きく反映してい

ると思われる。 3カ国の農業比率についてはその後も減少を続けた。韓国は 1980年代に

農業比率が急減 し、1990年代には韓国の農業比率は台湾とほぼ同程度の水準となる。2000

年以降では、3カ国すべてが、農業比率が 1割以下まで減少する。農業比率という点では、

3カ 国は同様の傾向に収敏 している。他方で、 3カ 国の自営業比率は、農業比率と同様の

変化を見せていない。 3カ 国ともに、農業比率の減少を反映 してか、基本的に自営業比率

は減少傾向を見せるものの、 3カ 国間の自営業比率の相違は、農業のようには縮小 してい

ない。2007年では、韓国が 31.8%と もつとも高く、次いで台湾の 24.9%、 日本がもつと

も低 く 13.4%で ある。日本の場合、農業比率の減少以上に、自営業比率が減少 しているこ

とから、非農業分野の自営業も、韓国や台湾と比べて大きく減少 していることがうかがえ

る。

6. おわ りに

本研究では、自営業への移動に関するミクロ分析を、日本、韓国、台湾という東アジア

3カ 国で行 うに際し、これ ら諸国におけるマクロな労働市場の制度編成 とミクロな階層移

動のプロセスとの関係についての考察を行つた。先行研究にもとづく考察の結果、日本、

韓国、台湾は、自営業への移動を左右すると思われる、マクロな労働市場の制度編成に大

きな相違があることが明らかになった。 日本では、労働市場の流動性が低く、自営業への

参入障壁の高いことが、先行研究の検討からうかがえた。本研究では、具体的なデータを

用いて検証することはできなかったが、こうした議論からは、おそらく、日本のような労

働市場構造が制度化された国では、自営業に参入するために必要な人的資本をもつていな

いと、自営業への参入が困難なものとなることが予想できる。他方で、韓国では、労働市

場の流動性が高く、自営業は非熟練のサービス 0セ クターを中心としているため、自営業

への参入障壁は低い。こうした知見から、韓国では、自営業への移動に必要とされる人的

資本を有 していなくても、容易に自営業に参入できることが予想 される。台湾もまた、労

働市場の流動性は高いものの、韓国とは異なる側面を有する。韓国は、戦後、大企業中心

の経済発展を遂げ、中小企業は、経済の中で大きく周辺化 されてきた。他方で、台湾は、

さまざまな政治経済的な制約状況の中、韓国のような財閥型の大企業は発展せず、中小企

業を中心に経済発展をとげた。そのため台湾では、自営業への移動は、その個人の生涯に

わたるキャリアの中でも重要な位置をしめており、韓国と比べると、自営業への移動は望

ましいものとしてとらえられている。韓国と比較すると、台湾は、サービス・セクターの

自営業も多いものの、それ以外の職種に従事する自営業も多い。そのため、台湾では、自

営業への移動に際して起業に必要な人的資本の効果は、自営業の職種によつて大きく異な

るものと予想できる。また、自営業への参入障壁は、中小企業での就業機会が、台湾では

豊富にあることからも、日本よりは参入障壁が低いものと考えられよう。
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今後は、こうした 3カ 国における労働市場の制度編成をふまえた うえで、ミクロデータ

を用いた詳細な実証分析が必要とされることだろう。社会学におけるこれまでの研究の多

くは、アメリカやヨーロッパ諸国の現実にもとづいて、さまざまな議論が蓄積されてきた。

その意味で、欧米に偏重した議論がなされてきたと言つていい。東アジア諸国における社

会階層 と不平等の動向に注目することは、私たちに、欧米とは異なる社会構造や制度編成

のあり方について、考える機会を提供 し、これまでの欧米偏重の社会理論のあり方にも一

石を投 じることが可能となるだろう。
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